
第11期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示情報

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

（2021年10月１日から2022年９月30日まで）

株式会社クラウドワークス

法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載することにより、株主のみなさまに提供
したものとみなされる情報であります。
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連結株主資本等変動計算書
(20212022

年
年
10
９
月
月
１
30
日から
日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,691,267 2,649,267 △1,601,174 △120 3,739,238

当期変動額

新株の発行 5,909 5,909 11,819
親会社株主に帰属する
当期純利益 802,873 802,873

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)
当期変動額合計 5,909 5,909 802,873 - 814,693

当期末残高 2,697,177 2,655,177 △798,301 △120 4,553,932

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 16,408 16,408 18,459 - 3,774,107

当期変動額

新株の発行 11,819
親会社株主に帰属する
当期純利益 802,873

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) 5,808 5,808 71,631 - 77,439

当期変動額合計 5,808 5,808 71,631 - 892,133

当期末残高 22,217 22,217 90,091 - 4,666,240
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連結注記表

継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社の状況

連結子会社の数 １社
連結子会社の名称 コデアル株式会社
当連結会計年度より、コデアル株式会社の株式を取得したことに伴い、当該会社
を連結の範囲に含め、連結計算書類を作成しております。

（２）主要な非連結子会社
主要な非連結子会社の名称 株式会社グルト
連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金
(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要
な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
（１）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

持分法を適用した関連会社の数 １社
持分法を適用した関連会社等の名称 株式会社OPSION
当連結会計年度より、連結計算書類の作成に伴い、当該会社を持分法適用の範
囲に含めております。

（２）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
主要な会社等の名称 株式会社グルト
持分法を適用しない理由 持分法を適用していない関連会社は、当期純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等か
らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及
ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が
ないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は３月31日であるため、連結計算書類の作成にあたっては連結
決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

４．会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券（営業投資有価証券を含む）
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産
定率法（ただし、2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物は定額法）を採用
しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ６～15年
工具、器具及び備品 ３～15年

②無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
いております。

（３）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積もり、当該期間に
わたり均等償却しております。
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（４）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。
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（５）収益及び費用の計上基準
当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における各履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。

当社グループの主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点
は以下のとおりであります。なお、取引に関する支払条件は、短期のうちに支払期日が到
来するため、契約に重要な金融要素は含まれておりません。また、取引の対価に変動対価
は含まれておりません。

・マッチング事業
マッチング事業では、主にインターネット上でクライアントとワーカーをマッチングする
サービスの提供を行っております。
i. ダイレクトマッチング事業
１ 顧客との契約に基づく主な義務の内容

仕事を依頼したい企業（クライアント）と働きたい個人（ワーカー）をインタ
ーネット上で直接マッチングするプラットフォームサービスを運営し、成果物
の納品・検収を仲介する義務があります。

２ １の義務に係る収益を認識する通常の時点
ワーカーからクライアントへ成果物の納品又は役務の提供が行われることによ
り、履行義務が充足されることから、当該履行義務を充足した時点で収益を認
識しております。
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ⅱ. エージェントマッチング事業
１ 顧客との契約に基づく主な義務の内容
専任スタッフが企業（クライアント）と働きたい個人（ワーカー）のマッチン
グを支援する人材マッチングサービスを運営し、契約期間にわたりクライアン
トの発注業務に適したワーカーをマッチングし、業務遂行のサポートをする義
務があります。

２ １の義務に係る収益を認識する通常の時点
契約期間にわたりサービス提供をするにつれて顧客が便益を享受し、履行義務
が充足されることから、一定期間にわたり収益を認識しております。

・ビジネス向けSaaS事業
ビジネス向けSaaS事業では、期間契約によりサービス提供を行うクラウド型のサービスツ
ールの提供を行っております。
１ 顧客との契約に基づく主な義務の内容
サービス提供契約に基づき、自社で運営するクラウド型のサービスツールを提
供し、契約期間にわたって顧客に利用可能な環境を提供する義務があります。

２ １の義務に係る収益を認識する通常の時点
契約期間にわたりクラウド型のサービスツールを運営するにつれて顧客が便益
を享受し、履行義務が充足されることから、一定期間にわたり収益を認識して
おります。
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会計方針の変更に関する注記
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認
識することとしております。
なお、収益認識会計基準等の適用による損益及びセグメント情報に与える影響はありませ

ん。
また、収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める
経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した
場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新た
な会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当
連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した
契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き
(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、
すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当
連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。
この結果、当連結会計年度の損益及び利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める
経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適
用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
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会計上の見積りに関する注記
１．のれんの評価

(1) 当年度の連結計算書類に計上した金額
のれん 91,120千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
のれんは、被取得企業の事業計画に基づき算定された企業価値を基礎とした取得原価が、
企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の純額を上回った場合に、その超過額を計
上しております。また、一部の場合を除き、株式取得の対価の算定にあたり、企業価値の評
価を行うために企業価値評価の専門家を利用しております。当社グループでは、子会社の事
業計画の達成可能性に疑義が生じるなど超過収益力の毀損が認められる場合には、相当の減
額を行うこととしております。
のれんの評価における重要な見積りは子会社の事業計画に基づく超過収益力であり、その
重要な仮定は、将来売上高の成長率です。
重要な仮定である事業計画における将来売上高の見積りの不確実性が高く、予測不能な事
態の発生により、子会社の事業計画の遂行が困難な状況となり超過収益力の毀損が認められ
た場合、翌連結会計年度の連結計算書類において重要な影響を与える可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
(1) 当年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産 160,353千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当連結会計年度末において重要な税務上の欠損金が生じていることから、翌連結会計年度
の課税所得の見積額に基づいて翌連結会計年度の一時差異等のスケジューリングを行い、繰
延税金資産の回収可能性を判断しております。
繰延税金資産の回収可能性における重要な見積りは当社グループの事業計画に基づく課税
所得であり、その重要な仮定は、将来売上高の成長率です。
重要な仮定である事業計画における将来売上高の見積りの不確実性が高く、予測不能な事
態の発生により、将来売上高が変動することに伴い課税所得の見積額が変動し、回収可能な
繰延税金資産の金額が変動する可能性があります。
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連結貸借対照表に関する注記
当座貸越契約
当社は、運転資金の安定的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越契約を締結しており

ます。
当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
当座貸越極度額の総額 2,400,000千円
借入実行残高 100,000千円
差引額 2,300,000千円

有形固定資産の減価償却累計額 53,184千円

連結損益計算書に関する注記
支払補償金
SBテクノロジー株式会社に譲渡した株式の譲渡後の当社グループ負担事項について臨時的に
発生した補償金であります。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
普通株式 15,271,460株

２．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の
目的となる株式の種類及び数
普通株式 371,700株
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金計画に基づき、必要な資金を調達しております。資金運用について
は、短期的な預金等に限定し、デリバティブ取引は行わない方針であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は取引先の信用リスクに晒されております。
未収入金は取引先の信用リスクに晒されております。
営業投資有価証券及び投資有価証券は、信用リスク及び価格の変動リスクに晒されており

ます。
営業債務である未払金及び預り金は流動性リスクに晒されております。
借入金は、運転資金及び事業投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は決算

日後、最長で７年後であります。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社グループは、営業債権について、経理規程及び債権管理規程に従い、コーポレート

本部が取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、入金状況を営業部門に随時連絡
しております。これにより財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお
ります。営業投資有価証券及び投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況等を
把握しております。
②価格変動リスクの管理
当社グループは、営業投資有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行

体の財務状況等を把握しております。
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは利益計画に基づきコーポレート本部が適時に資金繰り計画を作成・更新

するとともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因をおりこんで
いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがありま
す。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2022年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。

連結貸借対照表
計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

営業投資有価証券 35,904 35,904 -

資産計 35,904 35,904 -
（※１)「現金及び預金」、「売掛金」、「未収入金」、「未払金」、「預り金」については、現金で
あること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を
省略しております。
（※２)「長期借入金」については、重要性が乏しいことから、注記を省略しております。
（※３)市場価格のない株式等は、「営業投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商
品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度(千円)
非上場株式 175,813
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収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
マッチング
事業

ビジネス向け
SaaS事業 その他事業 計

売上高
一時点で移転される財又はサ
ービス 1,769,209 - 38 1,769,247
一定の期間にわたり移転され
る財又はサービス 8,570,920 231,553 - 8,802,474
顧客との契約から生じる収益 10,340,130 231,553 38 10,571,722
その他の収益 - - 2,829 2,829
外部顧客への売上高 10,340,130 231,553 2,867 10,574,552

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「連結計算書類作成のため

の基本となる重要な事項に関する注記 ４．会計方針に関する事項 (５）収益及び費用の計
上基準」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係
並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると
見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等
顧客との契約から生じた債権は、連結貸借対照表上「売掛金」に含まれております。契約負

債は、主にサービスの提供前に顧客から受け取った対価であります。
顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。

(単位：千円)
当連結会計年度

期首残高 期末残高
顧客との契約から生じた債権 734,394 854,276
契約負債 180,000 294,306
当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額に

重要性はありません。なお、当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認
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識した収益はありません。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、
記載を省略しております。

企業結合に関する注記
株式の取得
（1）企業結合の概要

当社は、2021年10月１日付でコデアル株式会社の全株式を取得し、同社を完全子会社化
しております。
①被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称：コデアル株式会社
事業の内容：IT人材マッチングサービスの運営

②企業結合を行った主な理由
当社グループは、インターネットを活用して個人が報酬を得るための仕組みであるクラウ

ドソーシングを中心としたオンライン人材マッチング事業を展開し、個人やフリーランスの
報酬を得る機会の拡大や信用を蓄積し活用する仕組みの拡充を目指しております。
コデアル社は即戦力のIT人材のダイレクト型マッチングプラットフォーム「CODEAL」

を展開しており、登録ユーザー数はエンジニアを中心に1万5000名を超えております。
当社は、コデアル社を取得することにより、同社の保有する顧客及びワーカーアセットを

獲得し、新たに月額課金型のサービスモデルを拡大することにより、マッチング事業の中長
期にわたる収益性の確保、ならびに成長力強化へ繋げていけるものと考えております。
③企業結合日
2021年10月１日
④企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得
⑤結合後企業の名称
変更はありません。
⑥取得した議決権比率
100.0％
⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が、現金を対価として株式を取得したためであります。
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（2）連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2021年10月１日から2022年９月30日まで

（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 152,520千円
取得原価 152,520千円

（4）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等 1,500千円

（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額
101,244千円
②発生原因
今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。
③償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却

（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 101,891千円
固定資産 329千円
資産合計 102,220千円
流動負債 24,633千円
固定負債 26,312千円
負債合計 50,945千円

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 299円66銭
１株当たり当期純利益 52円60銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
(20212022

年
年
10
９
月
月
１
30
日から
日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金

合計

その他利益剰
余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余
金

当期首残高 2,691,267 2,649,267 2,649,267 △1,580,717 △1,580,717 △120 3,759,695

当期変動額

新株の発行 5,909 5,909 5,909 11,819

当期純利益 791,033 791,033 791,033
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)
当期変動額合計 5,909 5,909 5,909 791,033 791,033 - 802,852

当期末残高 2,697,177 2,655,177 2,655,177 △789,684 △789,684 △120 4,562,548

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 16,408 16,408 18,459 3,794,564

当期変動額

新株の発行 11,819

当期純利益 791,033
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) 5,808 5,808 71,631 77,439

当期変動額合計 5,808 5,808 71,631 880,292

当期末残高 22,217 22,217 90,091 4,674,857
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個別注記表

継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記
会計方針に関する事項
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法により評価しております。
その他有価証券（営業投資有価証券を含む）
市場価格のない株式等以外のもの

時価法 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）により評価しております。
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法により評価しております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産

定率法（ただし、2016年４月１日以後取得の建物附属設備及び構築物は定額法）を
採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ６～15年
工具、器具及び備品 ３～15年

②無形固定資産
定額法を採用しております。
のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積もり、当該期間にわた
り均等償却しております。
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて
おります。
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（３）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

（４）収益及び費用の計上基準
当社は、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における各履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下の
とおりであります。なお、取引に関する支払条件は、短期のうちに支払期日が到来するた
め、契約に重要な金融要素は含まれておりません。また、取引の対価に変動対価は含まれて
おりません。

・マッチング事業
マッチング事業では、主にインターネット上でクライアントとワーカーをマッチングする
サービスの提供を行っております。
i. ダイレクトマッチング事業
１ 顧客との契約に基づく主な義務の内容

仕事を依頼したい企業（クライアント）と働きたい個人（ワーカー）をインタ
ーネット上で直接マッチングするプラットフォームサービスを運営し、成果物
の納品・検収を仲介する義務があります。
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２ １の義務に係る収益を認識する通常の時点
ワーカーからクライアントへ成果物の納品又は役務の提供が行われることによ
り、履行義務が充足されることから、当該履行義務を充足した時点で収益を認
識しております。

ⅱ. エージェントマッチング事業
１ 顧客との契約に基づく主な義務の内容
専任スタッフが企業（クライアント）と働きたい個人（ワーカー）のマッチン
グを支援する人材マッチングサービスを運営し、契約期間にわたりクライアン
トの発注業務に適したワーカーをマッチングし、業務遂行のサポートをする義
務があります。

２ １の義務に係る収益を認識する通常の時点
契約期間にわたりサービス提供をするにつれて顧客が便益を享受し、履行義務
が充足されることから、一定期間にわたり収益を認識しております。

・ビジネス向けSaaS事業
ビジネス向けSaaS事業では、期間契約によりサービス提供を行うクラウド型のサービスツ
ールの提供を行っております。
１ 顧客との契約に基づく主な義務の内容
サービス提供契約に基づき、自社で運営するクラウド型のサービスツールを提
供し、契約期間にわたって顧客に利用可能な環境を提供する義務があります。

２ １の義務に係る収益を認識する通常の時点
契約期間にわたりクラウド型のサービスツールを運営するにつれて顧客が便益
を享受し、履行義務が充足されることから、一定期間にわたり収益を認識して
おります。
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会計方針の変更に関する注記
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会
計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に
移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識すること
としております。
なお、収益認識会計基準等の適用による損益及びセグメント情報に与える影響はありません。
また、収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める

経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の
累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を
適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期
首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計
方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適
用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した
後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に
加減しております。
この結果、当事業年度の損益及び利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会
計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品
に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取
扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することと
しております。なお、計算書類に与える影響はありません。

表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「為替差
益」は、重要性が増したため、当事業年度より「営業外収益」の「為替差益」として独立掲
記しております。
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会計上の見積りに関する注記
１．関係会社株式の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式 316,079千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
関係会社株式は市場価格のない株式であり、超過収益力等を反映した取得原価をもって貸
借対照表価額としております。当社では、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著し
く低下し、実質価額について、事業計画等を入手し回復可能性が十分な証拠によって裏付け
られない場合には、相当の減額を行うこととしております。
関係会社株式の評価における重要な見積りは発行会社の事業計画に基づく超過収益力等で
あり、その重要な仮定は、将来売上高の成長率です。
重要な仮定である事業計画における将来売上高の見積りの不確実性が高く、予測不能な事
態の発生により、株式発行会社の事業計画の遂行が困難な状況となり将来の業績回復が見込
めなくなった場合、翌事業年度の計算書類において重要な影響を与える可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 160,353千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当事業年度末において重要な税務上の欠損金が生じていることから、翌事業年度の課税所

得の見積額に基づいて翌事業年度の一時差異等のスケジューリングを行い、繰延税金資産の
回収可能性を判断しております。
繰延税金資産の回収可能性における重要な見積りは当社の事業計画に基づく課税所得であ
り、その重要な仮定は、将来売上高の成長率です。
重要な仮定である事業計画における将来売上高の見積りの不確実性が高く、予測不能な事
態の発生により、将来売上高が変動することに伴い課税所得の見積額が変動し、回収可能な
繰延税金資産の金額が変動する可能性があります。
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貸借対照表に関する注記
当座貸越契約

当社は、運転資金の安定的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越契約を締結してお
ります。
当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
当座貸越極度額の総額 2,400,000千円
借入実行残高 100,000千円
差引額 2,300,000千円

有形固定資産の減価償却累計額 52,856千円

関係会社に対する金銭債権
営業取引による取引高
短期金銭債権 2,074千円
短期金銭債務 76千円

損益計算書に関する注記
関係会社に対する取引高
営業取引による取引高
売上高 140千円
売上原価 - 千円
販売費及び一般管理費 69千円
営業取引以外の取引による取引高 2,237千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 86株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
繰越欠損金 339,384千円
投資有価証券評価損 24,526千円
営業投資有価証券評価損 30,392千円
関係会社株式評価損 23,267千円
資産除去債務 9,415千円
未払事業税 12,618千円
貸倒引当金 5,368千円
未払賞与 8,758千円
株式報酬費用 24,578千円
その他 10,488千円
繰延税金資産小計 488,798千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △189,472千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △115,362千円
評価性引当額 △304,834千円
繰延税金資産合計 183,964千円

繰延税金負債
資産除去債務に対する除去費用 △4,794千円
その他有価証券評価差額金 △9,805千円
その他 △9,011千円
繰延税金負債小計 △23,610千円
繰延税金資産の純額 160,353千円

― 22 ―

2022年11月22日 17時49分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る

事項に関する注記 会計方針に関する事項 （４）収益及び費用の計上基準」に同一の内容を
記載しているので、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 300円22銭
１株当たり当期純利益 51円82銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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